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Ⅱ. 国内外の海上物流を取り巻く状況
１．国際物流を取り巻く状況
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世界におけるコンテナ取扱個数の推移
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アジア 日本 北米 欧州 その他2000～16年
○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア
○北 米：アメリカ、カナダ
○欧 州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、

アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク
○その他：上記以外(日本除く)

TEU(twenty-foot equivalent unit)

国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20フィート・コンテナを１とし、40フィート・コンテナを２とし
て計算する単位

出典： THE WORLD BANK Container port traffic (TEU: 20 foot equivalent units)及び
UNCTAD(Container port throughput,annual)より国土交通省港湾局作成

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はTHE WORLD BANKに収集される
主要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。なお、日本の全てのコンテナ取扱港湾
における取扱個数（外内貿計）は、2,005万TEU（2006年、港湾統計）から
2,168万TEU（2016年、国土交通省港湾局調べ）に、10年間で1.1倍に増加している。

〇２００６年から２０１６年までの１０年間で世界の港湾におけるコンテナ取扱個数は１．７倍に増加している。

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移
２０１６年

全世界

日本

アジア
(日本含まず)

4億1,680万TEU 7億142万TEU

1,847万TEU 2,026万TEU

1億8,874万TEU 3億4473万TEU

１．７倍

１．１倍

１．８倍

２００６年

【地域区分】

(億TEU)



コンテナ船の大型化と我が国港湾の最大水深岸壁の推移

○スケールメリットによる輸送コスト低減のため、コンテナ船が超大型化
○世界で就航しているコンテナ船の最大船型は、２万1千個積みであり、我が国に寄港しているコンテナ船の最大船型は、１万３千個積み
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出典：2004年まで海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」、2004年以降はオーシャンコマース社及び各船社HP等の情報をもとに国土交通省港湾局作成

注：TEU (twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20 フィート・コンテナを１とし、40 フィート・コンテナを２として計算する単位

積
載
個
数
（Ｔ
Ｅ
Ｕ
）

必要岸壁水深
－１８ｍ

必要岸壁水深
－１６ｍ

必要岸壁水深
－１５ｍ

必要岸壁水深
－１４ｍ

横浜港大黒
（13m 81年2月供用）

横浜港大黒
（14m 92年10月供用）

神戸港ＰＩ２期
（15m 96年4月供用）

横浜港南本牧
（16m 01年4月供用）

は我が国の最大水深の状況

最大船型の推移

20,000TEU級コンテナ船は2015年に67隻発注され、MOLが2017年に欧州－アジア航路への就航するなど、今後更なるコンテナ船の大型化が進展する見込み

横浜港南本牧
（実質18m 15年4月供用）

※建造中

日本船主初のコンテナ船 ※１

船名：箱根丸
船長：187m
最大積載量：752TEU

写真：三菱重工（株）HPより

パナマックス船 ※２

船名：MOL ENDEAVOR
船長：294m
最大積載量：4,500TEU

写真：MaritimeTraffic.com HPより

現在就航中の世界最大級船

船名：OOCL Hong Kong
船長：400m
最大積載量：21,413TEU

写真：MaritimeTraffic.com HPより

※１：かつて日本郵船（株）が所有・運航していた我が国船主初のコンテナ船。
※２：新パナマ運河（2016年６月供用）供用開始以前において、パナマ運河を通航可能であった最大船型（船長294m以内、船幅32.3m以内）。



海運・港湾を取り巻く情勢（アライアンスの再編）
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（２０１２年３月よりサービス開始）
Hapag-Lloyd、OOCL、日本郵船からなる「グ
ランドアライアンス（GA）」とAPL、Hyundai、
商船三井からなる「ニューワールドアライア
ンス（TNWA）」が結成した、アジア-欧州航路
におけるアライアンス。

（２０１５年１月よりサービス開始）

マースクとMSCは、2014年9月に米連邦海
事委員会「FMC」に2Mアライアンスの承認を
申請。同年10月に承認。アジア―欧州航
路、大西洋横断航路、太平洋横断航路で約
30％のシェアを占める。

2M Network

(２０１５年１月よりサービス開始)
CMA CGM、CSCL、United Arab Shipping 
Co(UASC）が結成した、アジアと北欧州、地
中海、北米西岸、北米東岸間におけるアライ
アンス。

OCEAN THREE

Ｇ６アライアンス
(船腹シェア17%)

２Ｍアライアンス
(船腹シェア28%)

OCEAN THREE
(船腹シェア15%)

CKYHE
(船腹シェア16%)

G6 Alliance

OOCL（香港）

APL（アメリカ）

CKYHE

Evergreen（台湾）

Hanjin（韓国）COSCO（中国）

Yang Ming（台湾）

（２０１４年４月よりサービス開始）
COSCO、Hanjin、Yang Ming、川崎汽船から
なるCKYHグリーンアライアンスにEvergreen
が加入した、アジアと北欧州、地中海にお
けるアライアンス。

オーシャンアライアンス
(船腹シェア28%)

CMA CGM（CMA-CGM；フランス）

存続（拡大）

China Shipping Container Lines（CSCL；中国）

再編

2015年末からのCMA CGMによるAPL買収やCOSCO
とCSCLの経営統合を引き金として、2016年4月に発
表された、CMA CGM、COSCO、Evergreen、OOCLの
4社による新アライアンス。
２Mに次ぐ大規模なアライアンスが実現。

CMA-CGMによる
APLの買収

CSCLとCOSCO
の経営統合

世界トップのシェアを誇るMaersk Lineと第２位の
MSCのアライアンス。2016年12月にはMaersk Line
がHamburg Südを買収。2017年以降も、引き続き、
世界最大のシェアを有するアライアンスとして存続
予定。Hyundaiとは2M枠外で提携。

２Ｍアライアンス
(船腹シェア34%)

Yang Ming（台湾）

ザ・アライアンス
(船腹シェア16%)

邦船三社を含む新たなアライアンスとして、2016年5月に
基本合意。２Ｍ、OCEANに次ぐ第３のアライアンスとなる
（Hapag-LloydとUASCの経営統合並びにHANJIN破綻に
より5社連合に。その後、2017年7月には、日本郵船と川
崎汽船と商船三井がコンテナ船事業の統合を発表。

Hapag-Lloyd（ドイツ）

Hapag-Lloyd（ドイツ）

（２０１８年４月よりサービス開始）（２０１７年４月よりサービス開始）

※アライアンス毎の船腹は加盟船社の船腹を単純合計したもの。 出典：Alphaliner - 23 Oct 2017（定期フルコンテナ船を対象）より国土交通省港湾局作成

Maersk Line（デンマーク）

MSC（スイス）

Maersk Line（デンマーク）

MSC（スイス）

Hapag-LloydとUASC
の経営統合

Hyundai（韓国）

UASC（UAE）

経営破綻（2016年8月31日）

NYKとK-LineとMOLの
コンテナ船事業の統合

コンテナ船事業を統合
ONEを設立

(2017年7月7日)

川崎汽船（日本）日本郵船（日本） 商船三井（日本）

川崎汽船（日本）日本郵船（日本）

商船三井（日本）

2015年末以降、アライアンスの枠を超えた船社の再編の発表が相次ぎ、2016年5月には、新たなアライアンスとして「オーシャンアライアンス」の結成
が発表、同年5月には邦船三社を含む「ザ・アライアンス」の結成について基本合意が発表された。2017年4月以降は、２Ｍを含めた３大アライアンスに
再編され、2017年7月には、邦船三社がコンテナ船事業を統合し、ONE(Ocean Network Express)を設立した。
ONEは2018年4月からサービスを開始している。

Maersk Lineによる
Hamburg Südの買収

Hyundai（韓国）戦略的協力関係
(2M+H Strategic Cooperation)

Evergreen（台湾） OOCL（香港）

COSCO（中国）CMA CGM（フランス）

COSCOがOOCLを買収(2017年10月16日)



直航

(83%)
韓国T/S
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韓国T/S

(7%)

直航

(88%)

我が国のコンテナ航路網の現状と課題

直航

(64%)

中国T/S

(13%)
韓国T/S

(12%)

韓国T/S

(12%)

中国T/S

(15%)

直航

(62%)

輸入
69.3

輸出
59.2

欧州
（地中海沿岸国を含む）

直航
(85%)

韓国T/S
(12%)

韓国T/S
(6%)

直航
(92%)

直航

(94%)

韓国T/S

(6%)

韓国T/S

(8%)

直航

(92%)

直航

(52%)

中国T/S

(15%)中国T/S

(14%)

韓国T/S

(19%)

直航

(59%)

直航

(73%)

東南アジアT/S

(11%)
韓国T/S

(10%)

中国T/S

(20%)

韓国T/S

(18%)

東南アジアT/S

(21%)

直航

(39%)
東南アジア

(39%) 韓国T/S
(26%)

中国T/S
(27%)

中国T/S
(11%)

韓国T/S
(22%)

東南アジア
(57%)

中国
（香港含む）

輸入
395

輸出
167 輸入

88.4
輸出
68.1

北米

東南アジア

輸出
127

輸入
153

オセアニア
輸出
8.5

輸入
18.4

中南米

輸出
23.8

輸入
16.0

アフリカ
輸出
11.1

輸入
2.9

出典：平成26年度港湾統計、平成25年度全国コンテナ貨物流動調査結果、2016年国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成

※輸出：最終積卸港ベース、

※域内T/S貨物（最終積卸港
または最初積出港がT/S港
と同一地域内となる貨物）に
ついては「直航」として計上。

韓国

輸入 51

輸出 33

単位：［万TEU］ 2014年日本発着の輸出入コンテナ量
合計実入コンテナ ：1,407万TEU
（輸出：569万TEU 輸入：838万TEU）

○東アジア及び東南アジア向けの短・中距離航路のコンテナ貨物が約７割を占める一方で、高付加価値貨物の割合が比較的多く、
北米や欧州の２大市場に加え、中南米や南アジア等の成長市場に接続する長距離航路も重要。

○コンテナ船の大型化に伴う寄港地の集約化に加え、我が国発着貨物の相対的割合の低下により、本船寄港便数は減少傾向。こ
れに伴い海外でTSされる貨物の割合は増加。加えて、船舶の減速航行に伴い、我が国荷主にとってはリードタイムが増加。

我が国における地域別外貿コンテナ貨物量

台湾

輸入 28
輸出 30

輸入：最初積出港ベース

韓国T/S
(19%)
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中国航路（上海）の便数／所要日数

61出典：SHIPPING GAZETTEより港湾局作成

日本

中国

上海港への所要日数（2016年12月5日～11日）

上海港への所要日数（2008年12月1日～7日）

○日本から中国（上海港）への輸出に関して、苫小牧港や新潟港において、日本からの直航便の便数が少なく、海外ＴＳに頼って
いる状態である。

○また、苫小牧港や新潟港において、日本からの直航便の最短所要日数と海外ＴＳ便の平均所要日数を比べると3～5日程度長
く、リードタイムの増加が課題である。

日本からの直航便 海外ＴＳ便

便数/週 平均所要日数最短所要日数平均所要日数

苫小牧港 1 8.0 8 9.3

新潟港 1 9.0 9 9.4

東京港 3 3.8 2 7.2

横浜港 20 3.6 2 6.6

名古屋港 23 3.5 2 6.8

大阪港 22 3.5 1 7.8

神戸港 19 3.6 2 7.8

広島港 23 3.5 3 7.8

博多港 4 4.0 2 6.3

日本からの直航便 海外ＴＳ便

便数/週 平均所要日数最短所要日数平均所要日数

苫小牧港 2 7.5 6 10.5

新潟港 2 9.5 8 10.3

東京港 4 4.3 2 8.2

横浜港 20 4.6 2 7.7

名古屋港 24 4.2 2 7.8

大阪港 14 3.7 2 8.0

神戸港 18 4.0 2 5.5

広島港 18 3.3 3 8.6

博多港 4 4.0 2 7.6



東南アジア航路（レムチャバン）の便数／所要日数

○日本からタイ（レムチャバン港）への輸出に関して、2016年は2008年と比べると、主要港において海外ＴＳ便の所要日数は増加
している。

○2016年の海外T/S便の平均所要日数は、日本からの直航便の最短所要日数と比べて9～12日程度多く日数を要している。

62出典：SHIPPING GAZETTE、国際輸送ハンドブックより港湾局作成

日本

タイ

レムチャバン港への所要日数（2016年12月5日～11日）

レムチャバン港への所要日数（2008年12月1日～7日）

日本からの直航便 海外ＴＳ便

便数/週 平均所要日数 最短所要日数 平均所要日数

苫小牧港 － 20.5

新潟港 － 19.3

東京港 12 10.4 8 13.5

横浜港 11 10.4 8 13.9

名古屋港 8 10.0 8 13.4

大阪港 9 11.3 10 13.2

神戸港 12 10.1 6 13.6

広島港 － 12.6

博多港 2 10.0 9 12.9

日本からの直航便 海外ＴＳ便

便数/週 平均所要日数 最短所要日数 平均所要日数

苫小牧港 ※東京港積替えの場合：13日 16.0

新潟港 － 16.4

東京港 12 12.2 7 15.6

横浜港 12 10.8 6 15.4

名古屋港 12 10.3 7 14.8

大阪港 9 11.4 6 17.3

神戸港 12 10.5 6 16.4

広島港 － 14.1

博多港 3 9.0 7 15.0



釜山新港のコンテナターミナルの計画
■2025年までに現在の21バースから37バースに拡充
■18,000TEU級以上の大型船のための水域施設整備
■背後団地の拡充

○韓国政府は、釜山港を東北アジアの物流中心拠点港とすることを目指し、港湾施設整備、民営化、ITシステム導
入、港物流団地の形成等の政策を積極的に推進している。

○2011年に策定された「第３次港湾基本計画」では、国内54港の開発計画が盛り込まれたが、第３次計画の修正計画
（2016.09）では、「世界２大コンテナ積み替えハブ」を目指して釜山港の更なる機能拡充が盛り込まれている。

63

第1次港湾基本計画（1992~2001）
○官から民への運営体制による効率性増大へ

第2次港湾基本計画（2002~2011）
○朝鮮半島の地理的長所を活かしたハブ港湾
○貨物流通中心から付加価値創出の港湾

第2次港湾基本計画修正計画（2006~2011）
○港湾における産業クラスタ化、背後輸送拡充
○港湾需要予測変換センター運営、貨物量連動港湾開発システム

第3次港湾基本計画（2011~2020）
○全国54港湾の開発計画を盛り込んだ港湾別特化開発戦略
○釜山港：コンテナハブ、光陽港：複合物流、蔚山港：石油物流 等

1990年以前：国による管理

1999年：民間投資法制定→民間による港湾開発の促進

2003年：港湾公社法制定
2004年：釜山港公社が設立

～港湾施設の不足、海上貨物の急増～

～国際港湾競争の激化、船舶の大型化、港湾民営化～

～北東アジア間の熾烈な競争、量的成長から質的成長へ～

2006年：釜山新港最初のコンテナターミナル開業
～北東アジアハブ港、港湾の多機能化～

～主要港湾の国際競争力確保、港湾背後地域の特性を活用～

出典：釜山港湾公社ホームページ、釜山港セミナー資料、韓国経済新聞記事（2016.9.30）「釜山港世界2大
コンテナ積み替えハブに育てる」、UNCEAD「Container port througput」より港湾局作成

韓国の港湾政策

第3次港湾基本計画修正計画（2016~2020）
○ARやIoTが適用されたスマート港湾を推進
○韓国型グローバルターミナルオペレーター、ターミナルの完全無人化、

ＬＮＧバンカリング等の港湾運営の高度化

■韓国の港湾政策の変遷

釜山新港

2001年目標：821万TEU

2011年目標：2,967万TEU

2011年目標：2,710万TEU

2020年目標：3,633万TEU

2020年目標：3,101万TEU

2001年実績：999万TEU

2005年実績：1,522万TEU

2011年実績：2,083万TEU

2015年実績：2,568万TEU

コ
ン

テ
ナ

5
バ

ー
ス

コンテナ5バース

背後団地

背後団地

背後団地

コンテナ13バース（既設）

土島 除去

ＩＴＴ輸送施設に転換

※紫色は、2020年までの整備計画

フィーダー1バース

フィーダー2バース

LNGバンカリング



釜山港の集貨戦略（インセンティブ）

○釜山港は、トランシップ（T/S）貨物の更なる獲得へ向けて、2017年は総額390億ウォン（前年比40%増）のインセン
ティブを準備し、トランシップ貨物1,000万TEU 以上を獲得することを目標として掲げている。

○特に2017年はベトナム、イラン、パナマ、中国東北部等を戦略的ターゲットとしたインセンティブを新設し、新興市場
や成長市場からのトランシップ貨物の取り込みを狙っている。

【釜山港におけるトランシップ貨物誘致のための主なインセンティブ（2017年）】 ※1ウォン＝約0.10円

64

出典：釜山港湾公社（BPA)資料(2017年2月28日）より国土交通省作成



中国の近年の海外港湾への進出について

○ 習近平・中国国家主席が2013年に「一帯一路」構想を提唱 。 「シルクロード経済ベルト」とも呼ばれる陸上ルート「一帯」と、「２１世紀海上シル
クロード」とも呼ばれる海上ルート「一路」からなる。

○ 近時、海上ルート（「一路」）の港湾において、中国招商局集団（中国本土最大の港湾運営等を行う国営企業）とCOSCOグループ（世界4位の
コンテナ国営船社が中核）が、コンテナターミナルの運営等へ積極的に投資。
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【中国企業が50%以上出資している主なコンテナターミナル運営プロジェクト】【近隣諸国における主な港湾・交通戦略】

【China Merchants Port Holdings】
 清朝末期の中国初の海運、保険等を手がけた国営企業を起源に、現在、香港を拠点

に交通運輸、金融、不動産等を行う巨大国有企業
 香港港、上海港等中国本土最大のコンテナターミナル運営会社。
 7の国と地域、22港湾の権益取得に乗り出すなど、急速に海外展開加速

港湾 投資内容

台湾・高雄港
OOCLが、Kaohsiung Harbor Bureauと15年間の
貸与契約を更新。

スリランカ・ハンバン
トタ港

China Merchants Port Holdingsは、スリランカ港
湾局との間で、ハンバントタ港を運営する２つの
合弁会社（HIPG及びHIPS）を設立し99年間の運
営権を譲渡。China Merchants Port Holdingsは約
70%の株式を保有。

スリランカ・コロンボ
港

China Merchants Port Holdingsが、コロンボ国際
コンテナターミナルの株式の85%を保有。

UAE・ハリファ港
2016年9月、China COSCO Groupはアブダビ港
務局との間で合弁会社を設立し35年の運営権を
譲渡。China COSCO Groupは90%の株式を保有。

ギリシャ・ピレウス
港

2016年4月、China COSCO GroupはPiraeus Port
Authority (PPA)の株式の51%を取得、今後5年間
で更に16%を買い入れ。

イタリア・ナポリ港
China COSCO GroupはMSCとのJVを設立し、コ
ンテナターミナルを運営。China COSCO Groupは
50%の株式を保有。

トーゴ・ロメ港

China Merchants Port Holdings は 、 2012 年 に
Lome Container Terminalの35年間の開発運営
権を持つThesar Maritime Ltdの株式の50%を買
収。

スペイン・ビルバオ/
バレンシア港

2017年6月、China COSCO Groupはスペインの
ターミナル会社Noatum Port Holdingsの株式51%
を取得。

【China COSCO Group】
 COSCOとChina Shippingが2016年2月に合併し、誕生。
 船腹量世界4位のコンテナ海運会社(China COSCO Shipping Co. Ltd.)を中核に、コン

テナターミナル運営等も手がける国営巨大企業。
 傘下のコンテナターミナル運営会社は11の国と地域、47港湾の権益を取得。

シンガポール
世界の海事

センター化構想

インドネシア
海洋国家構想

一帯一路構想

○：中国による
主な海外の港湾への投資

インド
Make in India

政策(産業・ｲﾝﾌﾗ)

21世紀
海上シルクロード

釜山港の
世界2大コンテナ
積替ハブ化構想

韓国

上海、天津等の
国際海運

センター化構想

シルクロード
経済ベルト

中国

ロッテルダム

アントワープ

ピレウス

スエズ運河

ジブチ

コロンボ シンガポール

ニューキャッスル

グワダル

ラゴス

ロメ ハンバントタ

ダーウィン

釜山

高雄

アブダビ

バレンシア

ビルバオ バド

ナポリ

ゼーブルージュ

チャウピュー

アンバルリ

ハイファ

出典：Drewry 2017



Ho Chi Minh
★★★★

Laem Chabang
★★★★ ★

★Kolkata

★
Kakinada

★★
Chennai

★★Singapore

★★★★
Tanjung Priok
(Jakarta)

Tuticorin ★

★★
Jawaharlal Nehru

Danman★★

★Port Kelang

★★
Yangon

Karachi
★★★Ajman

★Sohar

★Dar es Salaam

Alexandria
★

Manila
★

Cochin
★

★Visakhapatnam

★Mundra
★

Dubai
★

Jeddah/King Abdullah

★★
Djibouti

★
El Sokhna

★Tanjung Pelepas

★★★
Colombo

★Pipavav

★
Salalah

Salman★

★Aqaba

★★Port Said

Abu Dhabi★

★
Hambantota

Lach Huyen
★

Sihanoukville★

主要国等によるコンテナターミナルへの出資状況（インド洋～南シナ海）

【凡例】

★ 日本企業※1が出資する港湾

★ 中国主要企業※2が出資する港湾

★ シンガポール企業※3が出資する港湾

★ 台湾企業※4が出資する港湾

★ 欧州等主要企業※5が出資する港湾
※今後、出資予定の港湾を含む

※1 NYK, MOL, Kamigumi, Mitsui&Co, Marubeni, (JICAはSihanoukville港湾公社へ出資)

※2 Hutchison Port Holdings, China Merchants Holdings, China COSCO Shipping Corp Ltd

※3 PSA INTERNATIONAL CONT’D

※4 Evergreen

※5 APM TERMINALS CONT’D, Eurogate, Terminal Investment Limited and MSC, DP World 【出典】Drewry Grobal Container Terminal Operators 2017
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中国, 6,521 , 

37%

韓国, 3,081 , 

17%

香港, 149 , 1%

台湾, 1,335 , 8%

東南アジア, 

2,898 , 16%

南アジア, 21 , 0%

北米, 1,759 , 

10%

EU諸国, 455 , 3%

その他, 

1,339 , 8%

○我が国の輸出入コンテナ貨物取扱量の５４％が中国及び韓国、７９％が東・東南アジア貨物が占める。
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７９％が東・東南アジア貨物

国・地域
日本発着の輸出入

コンテナ貨物量［千TEU］
方面別

貨物量割合

中国 6,521 37.1%

韓国 3,081 17.5%

東南アジア 2,898 16.5%

台湾 1,335 7.6%

香港 149 0.8%

南アジア 21 0.1%

北米 1,759 10.0%

EU諸国 455 2.6%

その他 1,339 7.6%

総計 17,562 100.0%

我が国とのコンテナ輸出入貨物の各国シェア

資料：港湾統計2016



アジア主要港におけるトランシップ貨物取扱率（2013年）
（千TEU）

トランシップ貨物取扱量
総取扱貨物量

※この資料におけるトランシップ貨物とは、国内又は外国の船積港からの貨物が当該
港湾にて他船に積み替えられて、国内又は外国の船卸港まで運送される場合をいう。

（出典）日本：港湾管理者調べ（外内貿を対象）
海外： Drewry 「Container Market Annual Review & Forecast 2014-2015」

※［ ］内はトランシップ貨物取扱率

28,911 
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9,261 

20,252 

8,938 
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5,303 
7,603 
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27,337 
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3,026 

8,748 

2,603 
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直送 ：21.1%

国際フィーダー：0.7%

釜山T/S ：4.2%

地方都道府県から輸出される貨物輸送形態と仕向国

○地方都道府県から輸出される貨物は、直送及び国際フィーダー利用が７割を超える。
○海外T/S貨物も３割弱を占める。釜山T/Sの仕向国については、①中国（4.2%）、②東南アジア（2.9%）、③米国（1.5%）

となっており、中でも中国向けの貨物については直送航路等充実のニーズは高いと考えられる。
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三大都市圏*を除く地方都道府県から輸出される貨物の輸送形態と仕向国 ＊三大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）

日
本

（地
方
都
道
府
県
）

直送 67.0%

海外T/S

25.9%

その他輸送形態 1.2%

釜山 16.2%

中国 4.1%

台湾 2.4%

シンガポール 3.2%

国際戦略港湾・国際拠点港湾

における国際フィーダー 5.9%

中国
26.0%

その他
25.7%

東南アジア
16.1%

アメリカ
13.1%

韓国 6.5%
台湾 6.8%

香港 3.8%
UAE 1.8%

輸送形態 輸出先

直送 ：10.7%

国際フィーダー：1.0%

釜山T/S ：2.9%

その他 ：1.5%

直送 ：9.9%

国際フィーダー：1.5%

釜山T/S ：1.5%

その他 ：0.2%

輸出貨物の輸送形態内訳
（中国・東南アジア・アメリカ向け）

直航便又は戦略港湾経由
に転換する必要

※参考：平成25年度全国コンテナ貨物流動調査結果



東南アジア地域等～北米間のコンテナ荷動量 （トランシップ国別）
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台湾
365,608 

香港
255,187 

中国
252,225 

韓国
91,986 

日本
16,200 

その他
149,638 

○東南アジア地域等～北米間の年間コンテナ荷動量は約４４１万ＴＥＵ存在し、このうちトランシップ貨物は約１１３
万ＴＥＵ存在。

○トランシップされている国の内訳をみると、台湾（約３７万ＴＥＵ）、香港（約２６万ＴＥＵ）、中国（約２５万ＴＥＵ）、韓
国（約９万ＴＥＵ）の順に多く、日本はわずか約１．６万ＴＥＵに留まる。

直航
3,279,156 

Ｔ／Ｓ
1,130,844 

東南アジア地域等～北米間のコンテナ荷動量(TEU)

東南アジア地域等～北米間 Ｔ／Ｓ貨物のトランシップ国別の荷動量(TEU)

合計 約113万TEU

出典：Datamyne（2015）より国土交通省港湾局作成

合計 約441万TEU

※東南アジア地域等：シンガポール、フィリピン、マレーシア、インドネシア、タイ、ベトナム、カンボジア、ミャンマー
スリランカ、バングラデシュ、パキスタン、インド 北米：米国



東南アジア地域等～北米間のコンテナ荷動量 （発着国別）

71

○東南アジア地域等～北米間のトランシップ貨物は、ベトナム発着貨物（約３５万ＴＥＵ）が最も多く、インドネシア
（約１４万ＴＥＵ）、フィリピン（約１４万ＴＥＵ）、タイ（約１１万ＴＥＵ）の順に続く。

直航
3,279,156 

Ｔ／Ｓ
1,130,844 

東南アジア地域等～北米間のコンテナ荷動量(TEU)

合計 約113万TEU

出典：Datamyne（2015）より国土交通省港湾局作成

合計 約441万TEU

ベトナム
353,296 

インドネシア
142,175 

フィリピン
135,723 

タイ
105,647 

マレーシア
96,722 

インド
69,495 

シンガポール
19,735 

その他
208,051 

東南アジア地域等～北米間Ｔ／Ｓ貨物の発着国別の荷動量(TEU)

※東南アジア地域等：シンガポール、フィリピン、マレーシア、インドネシア、タイ、ベトナム、カンボジア、ミャンマー
スリランカ、バングラデシュ、パキスタン、インド 北米：米国
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我が国に就航する東南アジア航路船舶の船型の変化

出典：国際輸送HBをもとに港湾局作成
平均船型

2,046TEU/隻
（2014）

平均船型
1,182TEU/隻

(2005)

大型化

○中国・韓国といった近海航路でも船舶の大型化が進行しており、平均積載能力2005年から2015年までの11
年間で約２倍（(560TEU/隻(2005)⇒975TEU/隻（2015）)となっている。

○東南アジア航路においても船舶の大型化が進行（(1,182TEU/隻(2005)⇒2,046TEU/隻（2014）)しており、
5,000TEU積み以上の船舶も就航している状況であり、先般の生産拠点の東南アジアへの南下の状況を考慮
すると、今後、更なる大型化の可能性もある。

アジア航路の船舶大型化
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我が国に就航する東南アジア航路の船型の変化
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我が国に寄港する中国航路の船型の変化



我が国の海上輸出入貨物の８割はバルク貨物

○我が国の海上輸出入貨物の約80%は、穀物、鉄鉱石、石炭をはじめとするバルク貨物であり、特に、五大
港を除く港湾＊で見ると取扱量の約95%がバルク貨物であり、地域の産業活動を支えている。

○とうもろこしや石炭を除き、バルク貨物の大半は民間企業の所有する専用岸壁で取扱われている。
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公共
71
0%

専用
14,231
100%

鉄鉱石
14,302
万トン

公共

2,792
13%

専用
18,502

87%

石炭
21,294
万トン

公共

477
26%

専用

1,386
74%

とうもろこし
1,863
万トン

公共
106
0%

専用
23,898
100%

原油
24,004
万トン

公共
21
0%

専用
17,085
100%

LNG
17,106
万トン

主要バルク貨物の公共／専用別取扱割合

＊東京港、横浜港、大阪港、神戸港、名古屋港の５港を除いた港湾合計

出典：港湾統計、貿易統計2016をもとに国土交通省港湾局作成
注）マイナーバルクとは、鋼材、鉄スクラップ、丸太、木材チップ、パルプ、油糧種子、油糧粕、砂糖、燐鉱石、肥料原料、ボーキサイト、アルミナ、マンガン鉱石、セメント、石炭コークス、塩

日本の
海上荷動き量

12.4億トン

ドライバルク
4.8億トン、39%

コンテナ
2.5億トン、20%

原油
1.7億トン、14%

原料炭
0.7億トン、6.0%

一般炭
1.1億トン、8.9％

石油製品 （ガソリン・軽
油等）

0.5億トン、4%
ガス （LNG・LPG等）

1.7億トン、14%

三大バルク貨物

鉄鉱石
1.3億トン、11%

穀物
0.3億トン、2%

石炭
1.9億トン、15%

その他（自動車・大型機械等）

1.1億トン、9%

マイナーバルク ※
1.4億トン、11%

液体（リキッド）バ
ルク

3.9億トン、32%

注）四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある 。

とうもろこし
1,520万トン、1.2%

小麦
530万トン、0.43%

大豆
330万トン、0.27%

米＋その他穀物
210万トン、0.17%



○我が国は、資源・エネルギー・穀物のほとんどを海外に依存しており、様々なルートによって調達している。
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穀物、鉄鉱石、石炭の主な輸出港及び海上荷動ルート

世界各地から輸入される穀物、鉄鉱石、石炭の主なルート



704隻 596隻 493隻 462隻 500隻 1～2万DWT 509隻

1,367隻
1,238隻 1,133隻 1,098隻 1,240隻

2～3万DWT
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783隻 802隻
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1,198隻
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6～8万DWT 1,575隻
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1990 1995 2000 2005 2010 2013

出典：CLARKSON「The Bulk Carrier Register 2014」等より国土交通省港湾局作成※ＤＷＴ（Dead Weight Tonnage）：貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。主に貨物船の大きさを表す。

船腹区分（DWT） 1～2万 2～3万 3～4万 4～5万 5～6万 6～8万 8～10万 10～12万 12～16万 16万以上
平均的喫水(m) 8.7 9.8 10.5 11.4 12.3 13.5 14.1 14.6 17.0 18.1

21%

79%

41%

59%

31%

（4,109隻）

（5,923隻）

隻

バルク貨物船の大型化
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○世界的な荷動き量の増大や遠隔地からの輸入増加に伴い、近年、バルク貨物船は大型化しており、
現在、パナマックス級（6～8万トン）以上の運航隻数が全体の約４割を占めている。

呼称
（船型：トン※1）

船型（例示）、同縮尺イメージ
穀
物

鉄
鉱
石

石
炭

パナマックス
（船型：６～８万トン程度）

ネオパナマックス※2（仮称）
（船型：１０万トン程度）

ケープサイズ
（船型：１０～２０万トン程度）

ＶＬＯＣ<Very large Ore 

Carier> 

（船型：２０万トン以上）

＜７．４万トン級の例＞

＜３３万トン級の例＞

満載喫水
21.1m

満載喫水
17.5m

必要岸壁水深
19m程度

満載喫水
12.7m

必要岸壁水深
14m程度

＜１２万トン級の例＞

満載喫水
15.2m

必要岸壁水深
17m程度

＜１５万トン級の例＞

必要岸壁水深 23m程度

＊1 単位は載貨重量トン（DWT）。
DWT（Dead Weight Tonnage） ： 貨物船に積載可能な貨
物等の最大重量トン。主に貨物船の大きさを表す。

＊2 新パナマ運河に対応した船舶。



パナマ運河拡張の資源調達に与える影響

○中東依存度が高い中、価格面、リスク低減両方の観点から北米のシェールガスに随伴するＬＰガス等
調達先を多角化することが重要。

○2016年6月26日より拡幅されたパナマ運河の運用が開始されており、米国からの輸送日数は現状の
約４５日から中東からに伍する約２２日に短縮されることから、米国からの輸入が競争力向上。

○パナマ運河拡張によるＬＰＧ輸送への影響

出典：「ＬＰガスセキュリティの強化に向けた課題と今後の取組の方向性」（経済産業省、平成26年）
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北極海航路の開発状況

○近年、気候変動の影響により、北極海における海氷域面積が減少し、夏期の航行が可能となった（６月後半～
11月後半）。

○「北極海航路可能性調査事業委託業務報告書（H25.3）」によると、北極海航路はスエズ運河を経由する南回り
航路と比較すると、３～４割程度の航行距離が縮減されることとなり、輸送日数が短縮されるだけでなく、燃料消
費量が大幅に低減される効果がある。

○また、ロシアのヤマル半島にて生産される天然ガスをアジア方面へ輸送するにあたり、LNG船の北極海航路の
活用が計画されている。

出典：国土交通省,北極海航路に係る官民連携協議会 第1回資料

北極域の海氷分布 北極を通過する航路と既存航路

・南回り航路（スエズ運河経由） 約21,000km

・北極海航路（東北航路） 約13,000km
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ガソリン・軽油等の内需減少に伴う輸出の増加

○石油製品需要は燃費改善や燃料転換等により、国内向けの燃料油の販売量は減少傾向であり、
10年前と比べて約3割減少。合わせて、日本国内の製油所においては製油能力を縮小しており、
生産量は減少傾向である。

○これに伴い、生産量と販売量との差に当たる量が輸出に回っており、この10年で燃料油輸出量は
約1.5倍に増加。

○製油能力を縮小により、化学製品の生産に必要な原油由来のナフサ（燃料油とともに生産される）
が不足。これより、石油化学製品生産のナフサの海外依存度が高まっている状況。

出典：経済産業省石油統計より作成

78

238 229 219 208 194 197 193 200 193 185 182 178

21 22 28 34
31 30 27 24 28 28 32 33

0

50

100

150

200

250

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

【我が国の燃料油の消費動向】

国内向け販売量 燃料油輸出量

[百万kl]

2,163 

2,068 

2,079 

1,890 

1,893 

2,046 

1,830 

1,920 

2,001 

2,334 

2,314 

2,582 

2,557 

2,365 

2,530 

2,691 

2,858 

2,553 
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2014年
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2016年

【ナフサの国産・輸入量の推移】

国産 輸入



バルク岸壁の水深と整備年、公共・専用岸壁の老朽化

○我が国のバルク貨物の大半を扱う民有岸壁は高度成長期に整備された施設が多いことから、近隣
諸国と比較して水深でも見劣りするほか、建設後４０年以上経過する施設が既に７５％を占める等、
老朽化も進行。

整備岸壁数

建設後50年以上経過する施設数

（累積による見通し）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

民間岸壁の整備時期及び整備後50年以上の施設の累積

１０年未満

2%

１０～２０年未満

2%
２０～３０年未満

6%

３０～４０年未満

15%

４０～５０年未満

42%

５０年以上

33%

岸壁（民間）

※国土交通省港湾局調べ （アンケート回収企業のみ集計のため、全数調査ではない）
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［施設数］

［整備年］

バルク岸壁の水深と整備年（日中韓比較）
【石炭】

10

15

20

25

30

35

1955 1975 1995 2015

日本
中国
韓国
台湾

水深（ｍ）

10

15

20

25

30

35

1955 1975 1995 2015

日本（専用）

中国

韓国

【鉄鉱石】水深（ｍ）

供用年次

10
11
12
13
14
15
16
17

1965 1975 1985 1995 2005 2015

日本（専用）

中国

韓国

【穀物】
水深（ｍ）

※整備年が不明な
神戸港は除く

※海外と日本の主要なばら積み貨物を取扱う港湾における、供用中の最大岸壁水深とその整備年をプロット

出典：Lloyd‘s Register「Ports&Terminals Guide」、Lloyd‘s「PORTS OF THE WORLD 」、
Shipping Guides「GUIDE TO PORT ENTRY」、国総研資料第525号（平成21年3月）
「北東アジアにおける三大バルク貨物の輸送動向の分析」、企業・船会社等より
ヒアリング、各港湾HPに基づき国土交通省港湾局作成
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我が国の国際フェリー・RORO船ネットワーク

○我が国を結ぶ国際フェリー・RORO船は、中国・韓国方面を中心に、それぞれ８航路、１１航路が運航されている。
○中国・韓国方面の貨物量で全体の７割を占めるが、中韓向けの貨物量は近年微減傾向にある。

単位：千トン

0.0%

1.0%

2.0%

0

2000

4000

2000 2005 2010 2015

【中国・韓国向け国際フェリー・

RORO貨物量と全貨物量に対する

割合】

フェリーＲＯＲＯ

全貨物量に占める割合

出典：港湾統計及び管理者作成資料より港湾局作成

出典：RORO&Ferry Atlas 2016/17、国際輸送ハンドブック2017年度版、各船社HPより国土交通省港湾局作成

韓国, 34.6%

中国, 34.5%

その他, 30.9%

70.1千トン

【我が国の仕向国・原産国別
国際フェリー・RORO船貨物量】

資料)ユニットロード貨物流動調査（平成24年,

港湾局）データをもとに作成

73.6千トン

73.3千トン

【参考】 欧州北部の国際ﾌｪﾘｰ･RORO航路の現況
（2017年9月現在）

凡 例

外航ＲｏＲｏ船

外航フェリー

我が国周辺の国際ﾌｪﾘｰ･RORO航路の現況
（2017年9月現在）



国際フェリー 国際RORO船

輸 出 輸 入 輸 出 輸 入
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化学工業品, 

83.2%

金属機械工

業品, 11.7%

雑工業品, 

2.3%

その他, 

2.8%

軽工業品, 

43.0%

化学工業品, 

24.4%

金属機械

工業品, 

20.9%

農水産品, 

4.0%

雑工業品, 

3.6%

その他, 

4.1%

金属機械工

業品, 69.1%

雑工業品, 

15.2%

化学工業品, 

11.3%

軽工業品, 

3.7%

その他, 

0.7%

雑工業品, 

54.0%

金属機械工

業品, 30.9%

化学工業品, 

9.0%

軽工業品, 

3.6%

その他, 

2.6%

化学工業

品, 55.2%

金属機械工

業品, 

27.6%

雑工業品, 

11.8%

軽工業品, 

3.6%

その他, 

1.8%

金属機械工

業品, 38.0%

農水産品, 

19.3%

軽工業品, 

14.6%

雑工業品, 

12.6%

化学工業品, 

11.4%

特殊品, 

4.1%

軽工業品, 

50.3%

金属機械工

業品, 42.6%

雑工業品, 

4.2%

化学工業品, 

2.4%

特殊品, 

0.5%

雑工業品, 

88.5%

金属機械工

業品, 7.4%

農水産品, 

2.0%

その他, 

2.1%

計：21,118 FT 計：11,669 FT計：17,434 FT 計：29,333 FT

計：53,730 FT 計：5,824 FT 計：16,250 FT計：3,456 FT

中国・韓国向けの国際フェリー・RORO船で輸送される貨物

中

国

韓

国

○中国向けでは輸出に比べ輸入貨物量が多く、国際フェリー・RORO船ともに衣服・身廻品・はきものといった雑工業品の
輸入が多いのに対して、輸出では、産業機械を含む金属機械工業品が大部分を占める。

○韓国向けでは輸出入が均衡しており、輸出では化学工業品が多く、また、国際フェリーによる農水産品の輸入が多い。

出典：平成25年度 全国輸出入コンテナ貨物流動調査をもとに港湾局作成



82

国際フェリー・RORO船で輸送される貨物の動向①

76%

90%

67%

99%

24%

10%

33%

1%

0% 50% 100%

フェリー輸出(28千トン)

フェリー輸入(59千トン)

RORO船輸出(41千トン)

RORO船輸入(40千トン)

コンテナ 非コンテナ

資料)ユニットロード貨物流動調査（平成24年,国土交通省港湾局）
データをもとに作成

○国際フェリー・RORO船により輸送される貨物の大半はコンテナ貨物となっており、コンテナ以外の貨物としては、コンテナ
に入れることができない大型の貨物や活魚、振動に弱い精密機械等がある。

○また、リードタイムの短さを生かし、広域から貨物を集荷している。

釜山港 下関港

トラック
（時速80ｋｍ）

東京

下関～東京
約900km

入港日には搬出

CYカットは
出港当日

14:00

所要約12時間

所要約11時間

釜山～下関
約200ｋｍ

輸入スケジュール

CYカット 出港当日 14：00

釜山出港 毎日 20：00

下関入港 毎日 07：45

旅客輸送があること、実際の航行時
間は６時間程度であることから、到
着時間の定時性が高い◆コンテナ貨物 ◆非コンテナ貨物

無振動車活魚車

写真：㈱岩瀬運輸機工ＨＰ

関釜フェリー（株）ホームページより
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博多港

①RORO船による中国輸入
貨物の消費地分布

各地方ごとの割合

地方 Ferry RORO船 コンテナ船

北海道 0.0% 0.1% 0.0%
東北地方 0.0% 0.3% 0.0%
関東地方 0.9% 47.7% 0.7%
北陸地方 0.0% 0.7% 0.0%
中部地方 7.4% 18.3% 0.1%
近畿地方 0.3% 13.4% 1.7%
中国地方 2.1% 3.8% 1.6%
四国地方 0.0% 0.3% 0.1%
九州地方 87.1% 15.5% 95.7%
沖縄県 2.1% 0.0% 0.0%
総計 100% 100% 100%
貨物量計 32312 10571 97596

博多港
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【 H20 輸出貨物 】
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【 H20 輸入貨物 】

※博多港のRORO船による中国からの輸入貨物量
に対する207生活圏別のシェア

②船種別の中国・韓国輸入貨物の消費地分布

資料)全国輸出入コンテナ貨物流動調査(平成20年，
国土交通省港湾局)データをもとに作成

日中・日韓航路貨物の船種別トン単価

○国際フェリー・RORO船により輸送される貨物の背後圏は、コンテナ船に比べ比較的広い。
○国際フェリー・RORO船により輸送される貨物の単価は、コンテナ貨物に比べて重量当たりの単価が高い傾向にある。

国際フェリー・RORO船で輸送される貨物の動向②

出典：「国際フェリー・RORO船貨物流動分析のためのロジットモデルの構築」国土技術政策総合研究所 港湾研究部

博多港の背後圏



我が国の農林水産物・食品の輸出動向

○「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」（2013年８月策定）において、農林水産品・食品輸出額の１兆円
達成を目指すこととされた。

○農林水産物・食品の輸出額7,452億円（2015年実績）のうち、海上コンテナ貨物は5,868億円（全体の79％）、その
うち、リーファコンテナ貨物は2,333億円（海上コンテナ貨物の40％）を占める。

（億円）

出典：農林水産省「農林水産物・食品の輸出に関する統計情報」を基に国土交通省港湾局作成

農林水産物・食品の輸出額推移
（平成30年4月速報値）

海上コンテナ貨物
79%

コンテナ以外
21%

リーファーコンテナ
31%

ドライコンテナ他
48%

海上バ

ルク
4%

航空貨

物
17%

全体
7,452

億円

出典）農林水産省資料、財務省「貿易統計（H27）」
及び「H25全国輸出入コンテナ貨物流動調
査」より国土交通省港湾局作成

※１ 農林水産物・食品の輸出額は、農林水産省資料に基づく
※２ 農林水産物・食品の運送形態別割合は、貿易統計（概況品

別品別表）より算出
※３ 海上コンテナ貨物に占めるリーファーコンテナの割合は、

H25全国輸出入コンテナ貨物流動調査より算出

H27農林水産物・食品輸出の運送形態別の割合
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越境ＥC取引の増加による海上輸送貨物増加の可能性

○消費者向け越境EC市場において、日本から中国に輸出するEC貨物の伸びは著しく、2016年に初めて１兆円を突破。2020年
には現在の約２倍の２兆円程度に達する見込み。

○越境ECでは、主に航空輸送を用いる「直送モデル」と、主に海上輸送を用いて予め保税区内にある倉庫に商品を保管してお
く「保税区モデル」に大別される。現在、中国政府は、「保税区モデル」を推奨していることから、今後、越境ECにおける海上
輸送の重要性は高まると考えられる。

図1:越境EC市場規模（ポテンシャル推計 2017-2020年、単位：億円）

図2:天猫国際の独身の日における日本商
品のカテゴリー別流通額規模（2017年）

図4:中国における直送モデルと保税区モデルの違い

出典：mizuho global news (2016 SEP&OCT vol.87)

図3:中国EC市場のCtoCとBtoCのシェア

2020年には2015年比で、
＋60万TEU/年程度の
海上貨物が増加する試算

＊コンテナ流動調査の実績データ
を用いた平均単価及び平均積
載量（19.6 万円/トン、10トン= 
1TEU）を参考に試算

直送モデル

保税区モデル

中国

日本 米国

米国

日本 中国中国米国

日本

1兆円

2兆円

出典：平成29年度（図1・2）、平成28年度（図3）「我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備」（経済産業省）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ⅱ. 国内外の海上物流を取り巻く状況
2．国内物流を取り巻く状況
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出典：内航RORO船ガイド、フェリー・旅客船ガイド2017春号、各社ウェブページ

○現在、内航ＲＯＲＯ船27航路、中長距離フェリー18航路の合計45航路が就航。
○うち、300km以上の長距離航路は42航路、また京浜・阪神港発着は28航路が就航。
○さらに、平成30年6月には室蘭港－宮古港に新たなフェリー航路が就航。

釧路

仙台

東京
千葉

茨城

八戸

大阪

堺泉北

宇野

松山

岩国

苅田

大分

宮崎

志布志

油津

博多

広島 横須賀
名古屋

神戸

鹿児島

御前崎

敦賀

三島川之江

北九州

川崎

徳島小松島

新潟

秋田

小樽

中長距離フェリー航路一覧（100km以上の中長距離航路）内航RORO船航路一覧（300km以上の長距離航路のみ記載）

我が国の中長距離フェリー・RORO船の航路の状況

舞鶴

RORO船
フェリー
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新居浜
東予

網掛けは100km以上300km以下の中距離航路）

清水

苫小牧

社名 航路
運航頻度

（数字：便/週)
総トン数
（ＧＴ）

平均所要
時間（ｈ）

川崎近海汽船（株） 八戸－苫小牧 28 10,536 7

新日本海
フェリー（株）

舞鶴－小樽 7 16,810 20

新潟－小樽 6 18,229 18

敦賀－苫小牧東 7 17,382 20

敦賀－新潟－
秋田－苫小牧東

7 20,559 31

太平洋
フェリー（株）

名古屋－
仙台－苫小牧

7 15,779 40

商船三井フェリー（株） 大洗－苫小牧 12 12,501 18

ジャンボフェリー（株） 神戸－高松 28 3,633 4

四国開発フェリー（株）
東予－大阪 7 15,732 8

新居浜－神戸 7 15,732 7

オーシャン東九フェリー
オーシャントランス
（株）

東京－徳島－
北九州（新門司）

7 11,318 34

（株）名門大洋フェリー 大阪－新門司 14 11,433 13

阪九フェリー（株）
新門司－泉大津 7 15,897 13

神戸－新門司 7 13,353 13

（株）フェリー
さんふらわあ

大阪－別府 7 9,245 12

神戸－大分 7 11,178 11

大阪－志布志 7 12,417 15

宮崎カーフェリー（株）
神戸（三宮）－
宮崎

7 11,932 13

運航会社 航路
運航頻度

（数字：便/週)
総トン数
（ＧＴ）

平均所要
時間（ｈ）

川崎近海汽船
（株）

釧路－茨城（日立） 7 13,950 20

茨城（常陸那珂）－北九州 2 9,348 34

清水－大分 3 6,710 20

東京－油津－細島 2 9,832 40

苫小牧－茨城（常陸那珂） 12 9,894 21

近海郵船（株）
敦賀－苫小牧 6 11,190 24

東京－大阪－那覇 3 9,980 60

琉球海運（株）

博多－鹿児島－那覇 2 6,562 37

博多－那覇－石垣－宮古－
那覇－博多

2 6,700 50

博多－鹿児島－那覇－石垣－
宮古－那覇－鹿児島－博多

1 5,724 86

日本通運（株）
日本マリン
（株）

東京－苫小牧 4 8,910 33

苫小牧－釧路－東京 1 8,910 43

苫小牧－釧路－
東京－大阪

1 7,323 87

日本通運(株)
日本海運(株)

博多－岩国－東京 12 10,488 36

博多－松山－東京 1 10,488 36

博多－宇野－東京 3 10,488 36

商船三井
フェリー（株）

東京－御前崎－苅田－大分 4 10,971 32

栗林商船（株）

苫小牧－釧路－仙台－
東京－大阪

2 13,092 88

苫小牧－釧路－仙台－
東京－大阪－名古屋－仙台

1 13,089 86

苫小牧－釧路－仙台－
東京－名古屋

1 13,018 86

苫小牧－東京 1～2 16,726 38

プリンス海運
（株）

苫小牧－八戸－
川崎－横須賀－仙台

3 7,971 64

横須賀－神戸－苅田 2 10,050 34

マツダ
ロジスティクス

（株）
広島－千葉 3 4,540 38

大王海運（株）
千葉－大阪－

宇野－三島川之江
6 8,004 32

八興運輸（株） 細島－泉北－宮崎 3 2,187 20

鹿児島荷役海陸
運輸（株）

南日本汽船（株）

大阪－鹿児島－那覇－
博多

1 4,252 71

マルエー
フェリー(株)

東京－志布志－那覇新 3 7,325 45



貨物の季節波動性と片荷輸送

○北海道～本州間のフェリー航路は、農林水産品等の輸送需要の変動を受けて、季節波動性が大きい。
○また、内航フェリー・RORO船とも往路と復路の貨物量の不均衡等により、一定の空コン輸送が生じている。

出典：平成２４年度内外貿ユニットロード貨物流動調査

出典：平成２４年度内外貿ユニットロード貨物流動調査

■内航フェリーで輸送されたコンテナ貨物

■内航コンテナ船・RORO船貨物の実空別コンテナ輸送個数

88

■北海道～本州間のフェリー航路におけるトラック航走台数

出典：北海道の運輸の動き（月報）（平成30年5月発表）
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中長距離内航航路におけるフェリー・RORO船の大型化

○2000年以降、中長距離内航航路において、フェリーは42隻、RORO船は51隻が新造され、リプレイスが進んできた。
○これに伴い、 水深8.0m以上の岸壁が必要な船舶の占める割合は、フェリーについては2000年の6% （3隻）から2018年以降

は42%（18隻）に、RORO船については2000年の29%（10隻）から2018年以降は36%（19隻）に、それぞれ増加する見込み。
○また、2000年と2018年以降の平均スペックを比較しても、フェリー・RORO船ともに大型化が進む一方で、岸壁水深や延長の

不足などが生じており、安定かつ円滑な就航環境の確保が課題となっている。

■ フェリー平均スペック

項目 2000年 2018年見込

総トン数 11,116ﾄﾝ 12,031ﾄﾝ

旅客数 649名 589名

喫水深（満載時） 6.2m 6.5m

船長(O/A) 166m 177m

船幅 24.4m 25.3m

最大船速 23.0kt 23.6kt

乗用車積載台数 89台 87台

シャーシ積載台数 132台 140台

項目 2000年 2018年見込

総トン数 5,991ﾄﾝ 9,123ﾄﾝ

喫水深（満載時） 6.3m 6.5m

船長(O/A) 140m 155m

船幅 21.1m 24.0m

最大船速 20.2kt 21.4kt

乗用車積載台数 162台 185台

シャーシ積載台数 72台 130台

■ RORO船平均スペック

ver4

出典：フェリー・旅客船ガイド、フェリー・ＲＯＲＯ船ガイド、日本内航船舶明細書Ⅰ、内航船舶明細書、各港港湾計画図をもとに国交省港湾局作成
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■フェリー・ＲＯＲＯ船岸壁における水深・延長不足の割合

水深不足

17%

延長不足

28%

※2016年時点で300km以上の中長距離便の就航する50のフェリー岸壁と76のRORO岸壁を対象
※岸壁水深の不足は満載喫水ベースで整理
※岸壁延長の不足は（船長＋船幅）＞岸壁延長で整理
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■内航RORO船の必要水深別隻数割合
（満載喫水ベース）
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■内航フェリーの必要水深別隻数割合
（満載喫水ベース）
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倉庫の立地状況

○近年の延床面積30,000㎡以上の大型倉庫は、首都圏、中京圏、近畿圏を中心に立地している。
○特に、首都圏では、圏央道及び幹線高速道路の整備の進捗に伴い、内陸部への倉庫の進出が増加している。

首都圏（拡大図）

首都圏

近畿圏

中京圏

開通済

事業中

圏央道と幹線高速道路

2007-2011年倉庫登録

2012-2016年倉庫登録

延床面積が30,000m2以上の倉庫

全国で延床面積30,000m2以上の倉庫の登録は、
2007-2011年：40カ所
2012-2016年：58カ所
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■延床面積30,000㎡以上の大型倉庫の登録箇所

関東圏, 67, 7%
中京圏, 6, 6%

近畿圏, 15, 2%

その他, 

10,1%

■ 2007-2016年間における延床面積30,000m2 以上の
倉庫の登録の地域別割合（全98件）

出典：総合政策局資料を元に港湾局作成



2000年以降建設 23%

1990-99年建

設 17%

1980-89年建設 35%

1970-79年建

設 17%

1969年以前建設, 8%

2000年以降建設 12%

1990-99年建設 18%

1980-89年建設 31%

1970-79年建

設 36%

1969年以前建設, 3%

○臨海部への立地件数が最も多いが、最近では３環状の整備進展に伴い、内陸部IC周辺でも大規模物流施設の立地が増加。
○臨海部には食料品や輸出入貨物を扱う物流施設が集積しているが、１９７０年代以前に建設された施設が前者では約４割、後

者でも４分の１を占める等、老朽化が進行しつつあり、今後老朽化施設の更新や高度化を促進していく必要がある。
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○首都圏における物流施設の立地動向

首都圏における物流施設の立地状況と課題

2000年以降開設
1999年以前開設

【物流施設】

圏央道沿線
・土地の確保のしやすさ等から大

規模な物流施設の立地が進展
・地域ごとに機械工業品や日用品

を扱う物流施設がそれぞれ立地

1,030 

630 

610 

350 

2,330 

1,300 

2,190 

1,030 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

東京湾沿岸の臨海部

外環道沿線及びその内側

圏央道沿線

北関東道沿線 1979年以前建設

1980年以降建設

○物流施設の地域別・建設年代別立地件数

東京湾沿岸の臨海部
・輸出入に関する国際物流を扱う

物流施設が集積
・温度管理を要する食料品を扱う

物流施設が集積

外環道沿線及びその内側
・生活関連品等の都市内配送を

扱う物流施設が集積
・小規模な物流施設が多く立地

39%

25%

北関東道沿線
・土地の確保のしやすさや物流に

適した周辺環境等から、食料品
や機械工業品等を扱う物流施設
が多く立地

○荷主からの物流施設に関する要望

出典：「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて」
（平成27年12月 東京都市圏交通計画協議会）

東京湾沿岸の

臨海部, 

35%
その他地域, 

65%

東京湾沿

岸の臨海

部, 34%

その他地域, 

66%

【温度管理が必要な農水産品・食料工業品を扱う物流施設】
※事業所数の構成比

【搬出入圏域が海外の物流施設】※事業所数の構成比

〈東京湾沿岸の臨海部の物流施設
の建設年代構成比〉

〈東京湾沿岸の臨海部の物流施設
の建設年代構成比〉

〈東京湾沿岸の臨海部に立地する割合〉

〈東京湾沿岸の臨海部に立地する割合〉

業種 ヒアリング結果

小売業
（通信販売）

輸入品の取り扱いが多いため、東京湾沿岸の臨海部に大規模な物流施
設をもつことが望ましいが、既に物件がない。

運送業
（宅配）

東京湾沿岸の臨海部について、物流施設の立地意向はあるものの、用地
がない。
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○臨海部※1において､工業用地などに供するため造成された土地は､平成27年末現在4万8,350haであり、

このうち約96%にあたる4万6,233haが売却等の処分※2が進んでいる。

○直近の５年間では、処分済用地合計(749ha) が竣工済用地合計(471ha) を上回り、未処分用地

は減少傾向にある。
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※１ 港湾区域および臨港地区内に限る。

※２ 「処分」とは、売却・貸付を示す。

平成22～26年の5年間
の竣工済用地合計

471ha

平成22～26年の5年間
の処分済用地合計

749ha 累計面積年間面積
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臨海部の年間竣工面積と年間処分面積の関係

処分済
95.6%

竣工済

用地

(48,350ha)

未処分
4.4%

処分済

（港湾関連用地等）

20.4%

処分済

（工業用地）

75.2%

未処分

（港湾関連用地等）

2.1%

未処分

（工業用地）
2.3%

臨海部土地における用地区分毎の処分状況割合

臨海部土地造成事業で整備された用地の状況



陸上処分場及び海面処分場の残余容量
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○最終処分場の残余容量は年々減少しており、施設数では全処分場の1.5％に過ぎない海面処分場が、残余
容量の３割弱を占めている。

出典：日本の廃棄物処理平成28年度版（環境省）一般廃棄物最終処分場の残余容量と残余年数の推移
出典：一般廃棄物処理実態調査結果（環境省）

最終処分場の施設数及び残余容量
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全国 離島

離島の人口と観光入込客数

（出典）全国数値・離島数値：国勢調査結果

※平成28年4月1日時点における離島振興対策実施地域の離島260島を対象

（平成7年を100とした場合）

※十島村は口之島, 中之島, 諏訪之瀬島, 平島, 悪石島, 小宝島, 宝島からなる。

■離島の人口推移

（1.28億人）（1.27億人）

（41.9万人）
（38.0万人）
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○平成7年から平成27年までにおいて、全国の人口推移は横ばいだが離島の人口推移は減少している。

○また一部の離島（鹿児島県十島村など）では、離島活性化の取組の効果等もあり人口が増加している。

○離島振興対策実施地域の年間観光入込客数は一環して減少傾向であったが、平成22年以降は下げ止まっている状況。
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（備考）直島・与島の値を除く
（出典）離島統計年報 (2011～2015)、離島振興課調査（平成26年度速報値）
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十島村（鹿児島県）の人口推移
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（756人）
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（出典） 離島統計年報(2011~2015)

※H25年に指定追加された６島（滋賀県沖島、岡山県前島、
広島県似島、香川県小豆島、沖之島、愛媛県輿居島）の数値を含まない。
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水産業生産額

林業生産額

農業生産額

(億円) ■農林水産業生産額推移

（年）

項目 昭和60年 平成2年 7年 12年 17年 22年
第１次産業 121,005 94,284 80,230 59,956 51,763 41,796 
第２次産業 64,194 58,803 57,199 47,045 36,102 22,959 
第３次産業 133,388 128,637 132,586 121,643 117,903 109,441 
分類不能 174 146 160 106 309 1,830 

計 318,761 281,870 270,175 228,750 206,077 176,026 

離島の産業の現状

■離島地域の産業分類別就業者数の推移［人］

（出典）離島統計年報（2015）
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第１次産業

第２次産業

第３次産業

■離島地域の産業分類別就業者の推移

（年）

（出典） 離島統計年報(2015)

※H25年に指定追加された６島（滋賀県沖島、岡山県前島、
広島県似島、香川県小豆島、沖之島、愛媛県輿居島）の数値を含まない。
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○離島地域の産業分類別就業者数の推移を見ると、昭和60年から平成22年にかけて第１次産業及び第２次産業就業者数

が大幅に減少している。

○農林水産業生産額の推移を見ると、いずれも減少傾向だが、平成22年以降は下げ止まりのきざしを見せている。
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離島における船舶係留の現状

○離島では海象条件が厳しく、本土と比べて天候等によって係留の可否が左右されやすい。
○特に外洋では、未だ十分な静穏度が確保できていない地域が多数あり、就航状況が悪い地域がある。

出典：国土交通省『離島統計年報2015』より港湾局作成

大島［元町港、岡田港］（94.8%～98.6%）
利島(72.8%～80.4%)

新島［新島港、羽伏港、若郷港］(89.3%～91.4%)
式根島［式根島港、野伏港］(88.6%～91.1%)

神津島［神津島港、三浦港］(91.7%～94.5%)

御蔵島(62.3%)

八丈島［神湊港、八重根港］(87.1%)

青ヶ島(64.0%)

父島(97.1%～100%)

母島(97.1%)

三宅島［三池港、阿古港、伊ヶ谷港］(93.1%)

上甑島(86.7%～92.3%)
下甑島(91.1%～92.0%)

種子島［西之表港］

(92.0%～98.6%)

種子島［島間港］(76.7%)

屋久島［宮之浦港］(76.7%～95.5%)
屋久島［安房港］(92.5%～97.0%)

口永良部島(77.8%)

竹島(97.2%)

硫黄島(97.2%)

黒島(97.2%)

口之島(92.8%)
中之島(92.8%)

諏訪之瀬島(92.8%)

悪石島(92.8%)

小宝島(91.4%)
宝島(92.8%)

奄美大島［名瀬港］(90.5%～98.9%)

奄美大島［古仁屋港］(93.3%～96.6%)

喜界島(93.2%～100%)

徳之島［平土野港］(88.5%～90.5%)
徳之島［徳之島港］(78.6%～90.4%)

沖永良部島［和泊港、伊延港］(96.6%～98.8%)
沖永良部島［知名港］(61.5%)

与論島(86.0%～96.0%)

※各港湾において、定期航路毎に右記の計算式で
算出される就航率を、（最小値～最大値）の形で整理。

※90%未満の数字を赤字で表示。

年間実就航回数
就航率［%］＝

年間計画就航回数
×100

■離島港湾におけるフェリー航路就航率（奄美群島・伊豆諸島・小笠原諸島等）

このように、離島では非常に困難な
荷役を強いられる場合がある。

青
ヶ
島

北
大
東
島

防舷材と係船柱による係留

係留ブイと係船柱による係留

■船舶の係留状況
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Ⅱ. 国内外の海上物流を取り巻く状況
3．地域の産業を支える港湾
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○港湾機能の高度化等により、輸出貨物やクルーズ旅客の増加や、新たな雇用を生む企業立地や設備投資が港湾背後圏で進
み、地方経済に貢献。また、港湾周辺では今後5年程度の間に、エネルギー、機械、倉庫業などの業種で、53港の背後圏へ約3.5
兆円の民間投資がされ、約1.3万人の雇用が生まれる見込み。（公表資料をもとに港湾局集計）

（凡例）
◆製造業
●農林水産業
▲観光

◆●苫小牧港

・ 穀物の大量一括輸送を可能とする国際物
流ターミナル整備事業を推進。

・ 民間事業者によるサイロ増設（約23億円）、
新規飼料工場（約63億円）の民間設備投
資。

・ 国際物流ターミナルの整備によ
り、供用後5年間でコンテナ取扱
量が約1.3倍に増加

・ 船舶用大型プロペラ工場など
400億円以上の新たな設備投
資や雇用を誘発

◆水島港

◆小名浜港
・ 大水深バース(-18m)の整備により、

ケープサイズ級船舶が満載で入港可
能となり、輸送コストを約４割削減

・ 最新鋭の石炭火力発電所（総事業費
約3,000億円）の設備投資を誘発

地域の生産性向上に資する港湾（代表事例）

◆酒田港

◆茨城港

●釧路港

▲八幡浜港

▲那覇港

◆金沢港

▲清水港

◆神戸港

・ 国際物流ターミナル整備により、建設機
械をはじめ輸出額が7年間で3倍に増加

・ 建機工場の新規立地により、約140億円
の設備投資と700人の雇用を創出

・ 緑地や臨港道路が整備さ
れ、H25年に「みなとオアシス
八幡浜みなっと」が開設。

・ 年間約130万人が来訪。

・ 荷役の効率化等によ
り、背後企業の輸送コ
ストが年間約20億円削
減

・ 港湾管理者、農水産業
者等が連携し、農水産
物の輸出促進

・ 国際物流ターミナル整備
事業により、水深14mの
コンテナバースを整備

・ 酒田港背後において、紙
おむつ等を製造する工
場が新たに建設され、約
150億円の設備投資と、
約350人の雇用を創出 岸壁（水深１４ｍ）延伸中

ｺﾝﾃﾅﾔｰﾄﾞ拡張

国際物流ターミナル

岸壁（水深14m）供用中

◆▲境港
・H28年9月の物流ターミナル供用開

始による貨物船との利用調整環境
の向上により、クルーズ寄港回数
が大幅増加

・4,860人乗りのクルーズ船停泊時に
は、地元6店舗が岸壁近くに臨時店
舗を出店し、約160万円の売上

・ 旅客船バースやターミナル
ビルの整備、貨物岸壁での
クルーズ船受入により、3年
間でクルーズ船寄港回数
は約3倍の193回に

・ 係船柱の大型化で、
定員5,000人超の大
型クルーズ船に対応

・ 大型クルーズ船の寄
港が増加、経済波及
効果は約 0.4億円/回

●細島港
・ アジア諸国の需要拡大と相まって、

宮崎県産スギ輸出量が急増
（H28年にはH23年比約4倍の6.3万㎥に）

・ 増加するコンテナ
需要に対応する
ため、岸壁の耐
震化、大深水化を
行い、コンテナ取
扱能力を強化

・ 背後地に多くの大
規模物流施設が
立地

RC-6,7岸壁（-16m）（耐震化）

航路・泊地 (-16m)

※港湾管理者、地方整備局等資料、新聞等報道資料より国土交通省港湾局作成

既存岸壁（-13m、-14m）

大水深バース（-18m）の整備

ポートアイランド2期に立地

▲博多港
・ 中央ふ頭地区ではクルーズ船

受入のための旅客施設を整備
・ アジア最大級の大型クルーズ船

の入港をはじめ、H28年にはク
ルーズ船寄港回数が2年前の3
倍となる328回となり、日本一に

常陸那珂港IC
北関東自動車道
へ直結

岸壁（水深14m、12m、10m）2000.4供用

岸壁（水深12m）（耐震） 2016.4供用
岸壁（水深12m） 整備中

・ 水深12mの岸壁を整備し、
RORO船の受入環境を向上

・ 大手建機メーカーの新規立地
により、約1,000億円の投資と
約2,000人の新規雇用を創出
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国際バルク戦略港湾の取組

小名浜港（石炭） 釧路港（穀物） 徳山下松港・宇部港（石炭）

水島港（穀物） 志布志港（穀物）

臨港道路

岸壁（水深16m）（耐震）

岸壁（水深18m）（耐震）

泊地（水深16m）

航路・泊地（水深16m）

航路・泊地（水深18m）
岸壁(水深14m)

泊地(水深14m)
航路・泊地(水深14m)

荷役機械

岸壁（水深12m）（延伸）

航路・泊地（水深12m）
（拡幅） 岸壁（水深14m）（延伸）

航路・泊地（水深14m）
（拡幅）

航路（水深14m）
（拡幅）

ふ頭用地

臨港道路

荷役機械

桟橋（水深19m）
新南陽地区

徳山地区 下松地区

航路及び泊地（水深14m）

岸壁（水深14m）ふ頭用地、荷役機械

新若浜地区

若浜地区岸壁（水深14m）（改良）

航路及び泊地（水深14m）

航路及び泊地（水深12m）

岸壁（水深12m）

ふ頭用地
荷役機械

水島地区

玉島地区

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約４割削減を図る

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
最新鋭石炭火力発電所の建設計画が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減を図る

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
貯炭場において出荷設備の増強が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減を図る

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
新たな穀物関連企業の進出

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約１割削減を図る

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
飼料製造工場等への設備投資が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト大幅削減を図る

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
サイロ増設、飼料工場の整備が進展

【これまでの経緯】
○平成22年6月 国際バルク戦略港湾の公募
○平成23年5月 国際バルク戦略港湾を選定
○平成25年6月5日 海上輸送の効率化に資する

ばら積み貨物の輸入拠点の形成に
関する改正港湾法の公布

○平成25年12月1日 改正港湾法及び
関係政省令の施行

○平成25年12月19日 小名浜港を特定貨物輸入拠点
港湾（石炭）に指定

○平成26年12月4日 港湾管理者（福島県）が
特定利用推進計画を作成

○平成28年2月24日 釧路港を特定貨物輸入拠点
港湾（穀物）に指定

○平成29年9月4日 港湾管理者（釧路市）が
特定利用推進計画を作成
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民間投資 約3000億円 民間投資 約86億円 民間投資 約56億円

民間投資 約330億円 民間投資 約134億円

○企業間連携による大型船を活用した効率的な海上輸送網形成を推進するため、国際バルク戦略港湾政策を平成22年度より実
施。資源・エネルギーの輸入拠点となる港湾への大型船対応の岸壁等の整備を進めてきた。

○海上輸送コスト削減に向けた港湾整備の進捗にあわせ、背後地では関連企業が進出するなど、民間投資が活発化している。



地方における農水産品の輸出促進に向けた取組

コンテナ船等
により輸出

農産品

輸出販路
拡大 石狩湾新港・苫小牧港

施設整備により輸出環境を改善

海
外
へ

魚価 UP

ブランド力
UP

苫小牧埠頭㈱

石狩湾新港
管理組合

石狩湾新港

紋別漁業協同組合
紋別市水産加工業協同組合

根室漁業協同組合
落石漁業協同組合
歯舞漁業協同組合

根室湾中部漁業協同組合
根室市アジア圏輸出促進協議会

増毛漁業協同組合

枝幸漁業協同組合
枝幸水産加工業協同組合

苫小牧漁業協同組合

北海道港湾連絡会議
農水産物輸出促進部会（港湾管理者）

※各港湾管理者は、地元の漁業協同組合、農業協同組合、物流事業者、関係市町村の農林水産担当
部局等との情報交換を行うものとする。

ＣＡコンテナに混載

清水港
シンガ

ポール
港

清水港近隣倉庫

経済連・農業法人

搬入：
H29/2/15

出港：
H29/2/21

入港：
H29/3/5

コンテナ輸送
（欧州航路）

CAコンテナ内部（清水） 輸送後のいちご（シンガポール）

○北海道では、水産品の水揚港湾における屋根付き岸壁整備や、輸出拠点港湾における小口積替支援施設・電源供給装置の整
備とともに、連絡会議を通じた貨物集約の地域連携が進められており、ハード・ソフト両面から輸出促進の取組が進んでいる。

○清水港では、リーファーコンテナを活用して長野県産レタスを台湾へ輸出している。また、内部の酸素濃度を低く調整し鮮度保
持可能なCAコンテナによるシンガポールへの輸送実験を実施しており、今後、東南アジア等への商域拡大が期待される

輸出拠点に集約

輸出拠点港湾

輸出環境の改善

リーファーコンテナ
電源供給装置

小口積替支援施設

・CAコンテナ輸送の様子

○農水産品輸出促進のための港湾施設整備

○農水産品輸出促進のための地域連携
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村内での植物検疫の様子

中部横断道・新東名の開通により、清水港の2時間圏が甲信越・首都圏に拡大
機密性２情報 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＡｒｃＧＩＳによる到達時間圏シミュレーション結果 

清水港の2時間圏

横浜港の2時間圏

名古屋港の2時間圏

2時間圏が重複しているエリア

圏央道（境古河－つくば中央） 

平成 28 年度 供用開始予定 

中部横断自動車道 
（増穂－新清水） 

整備区間約 59 ㎞のうち 
富沢～六郷（約 28 ㎞） 
の区間は国整備のため、 

通行料は無料 

新東名（御殿場－海老名南） 

平成 32 年度 供用開始予定 

圏央道（戸塚－釜利谷） 
平成 32 年度 供用開始予定 

清水港 

御前崎港 

三河港 

名古屋港 

京浜港 
（横浜・川崎・東京） 

 

   重要港湾 

   高速道路（既整備） 

   高速道路（事業中） 

   県境 
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中部横断道の開通 × 清水港のリーファ機能増強 ＝ 更なる需要拡大

中部横断道・新東名の開通により、清水港の2時間圏が甲信越・首都圏に拡大
機密性２情報 
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清水港の2時間圏

横浜港の2時間圏

名古屋港の2時間圏

2時間圏が重複しているエリア

圏央道（境古河－つくば中央） 

平成 28 年度 供用開始予定 

中部横断自動車道 
（増穂－新清水） 

整備区間約 59 ㎞のうち 
富沢～六郷（約 28 ㎞） 
の区間は国整備のため、 

通行料は無料 

新東名（御殿場－海老名南） 

平成 32 年度 供用開始予定 

圏央道（戸塚－釜利谷） 
平成 32 年度 供用開始予定 

清水港 

御前崎港 

三河港 

名古屋港 

京浜港 
（横浜・川崎・東京） 

 

   重要港湾 

   高速道路（既整備） 

   高速道路（事業中） 

   県境 

＜現状の清水港背後圏＞ 

★川上村

現在の清水港背後圏
★川上村

中部横断道の開通 × 清水港のリーファ機能増強 ＝ 更なる需要拡大

中部横断道・新東名の開通により、清水港の2時間圏が甲信越・首都圏に拡大
機密性２情報 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＡｒｃＧＩＳによる到達時間圏シミュレーション結果 

清水港の2時間圏

横浜港の2時間圏

名古屋港の2時間圏

2時間圏が重複しているエリア

圏央道（境古河－つくば中央） 

平成 28 年度 供用開始予定 

中部横断自動車道 
（増穂－新清水） 

整備区間約 59 ㎞のうち 
富沢～六郷（約 28 ㎞） 
の区間は国整備のため、 

通行料は無料 

新東名（御殿場－海老名南） 

平成 32 年度 供用開始予定 

圏央道（戸塚－釜利谷） 
平成 32 年度 供用開始予定 

清水港 

御前崎港 

三河港 

名古屋港 

京浜港 
（横浜・川崎・東京） 

 

   重要港湾 

   高速道路（既整備） 

   高速道路（事業中） 

   県境 

＜現状の清水港背後圏＞ 

★川上村

現在の清水港背後圏
★川上村

中部横断道の開通 × 清水港のリーファ機能増強 ＝ 更なる需要拡大

○長野県川上村～清水港～台湾のリーファーコンテナによるレタス輸出

○清水港～シンガポール港のCAコンテナ輸送実証実験概要

・中部横断道の開通によ
り清水港まで2時間圏
内となった長野県川上
村では、特産品のレタ
スを週1便のペースでリ
ーファーコンテナで輸出
する取組を実施。

・村内で輸出前の植物検
疫を行い、コンテナ詰
めを実施

紋別市
紋別港

根室市
根室港

苫小牧港
管理組合

苫小牧港

増毛町

増毛港

連携水揚港湾
紋別港・根室港・増毛港・

枝幸港・苫小牧港

商品価値を向上させ
輸出競争力を強化

屋根付き岸壁の整備

屋根付き岸壁

情報共有

枝幸町

枝幸港



クルーズ船の寄港による経済効果の例（八代港）

2014年の「コスタ・アトラ

ンチカ」が寄港した際の
経済効果 提供：八代市試算

約１億２,２００万円

○今後、国がクルーズ船専用岸壁を整備し、熊本県とロイヤル・カリビアン・クルーズ社が官民連携による国際クルーズ拠点を形成。
○平成29年6月に停泊したクァンタム・オブ・ザ・シーズに、船内のレストランで提供するための食材（日本酒、焼酎、醤油）を納入。
○同年9月には八代市の酒類販売、運送、建設業等の４社が共同で地元生産者らから農畜水産物等の食材を広く調達し、ロイヤル・

カリビアン・インターナショナル社のクルーズ船へ販売することを目的とした専門商社「(株)KUMAMOTO・MARINE・INC」を設立。

熊日新聞（平成27年1月3日（土）） １面

平成29年6月7日、クァンタム・オブ・ザ・シーズに日本酒３銘柄
（24本）、焼酎２銘柄（12本）、醤油１銘柄（12本）を納入。

霊山酒蔵山村酒造（株）
白川水源

繊月酒造（株）
無言

瑞鷹（株）
大吟醸「金」

◆大型クルーズ船の寄港1回あたりの経済効果

◆地元産品の納入の事例
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ロイヤル・カリビアン・インターナショナル社

専門商社「(株)KUMAMOTO・MARINE・INC」 （船食会社）

発注

発注 納品 決済

決済集荷

(株)KUMAMOTO・MARINE・INCの主な業務内容

観光復興に寄与

熊本地震後のクルーズ船初寄港

地元熊本・八代の生産者ら

通潤酒造（株）
ソワニエローズ

繊月酒造（株）
川辺

写真： (株)KUMAMOTO・MARINE・INCホームページ

観光ビジネスの創出

地元熊本・八代の農畜水産物

八代港のクルーズ受入箇所

熊本地震後のクルーズ船初寄港
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物流機能強靱化の観点での地方における港湾の活用

浦和⇄新潟港
延長：３２５km
時間：８時間１６分

◆浦和⇄京浜港
延長：４２km
時間：１時間５４分

京浜港
主な路線名 距離(km) 所用時間

一般国道８号 57
1：48▼

一般国道７号 14
▼

2 0：03
一般国道１１３号

合計 325 8：16

主な路線名 距離(km) 所用時間

一般国道１７号① 77
2：20

▼

一般国道５０号 8

4：05
▼

一般国道１７号② 167

▼

道の駅
災害対応型給油所

混雑度（H22道路交通センサス）

2.00以上

1.75～2.00 

1.25～1.75

1.00～1.25 

1.00未満

H27.12時点

三国トンネル

対象地震 被災港 対象代替港

首都直下地震 京浜港 新潟港

一般制限値区間

一般制限値区間は背高
コンテナは通行不可

○南海トラフ巨大地震等を想定したバックアップ体制イメージ

○東日本大震災における日本海側港湾の活用や、熊本地震における九州東西両岸の港湾の活用など、大規模な災害時の緊急
物資輸送やその後の物流機能の回復までの期間には、地方の港湾が緊急輸送拠点や代替輸送拠点として機能を果たした。

○南海トラフ巨大地震、首都直下地震発生時等においては、日本海側の港湾において一部の輸送を受け持つなど、災害時の地
方の港湾の補完機能にも留意することが必要。

○また、物流停止を防ぐサプライチェーンの強靱化の観点から、陸上交通との連携により地域を跨ぐ広域輸送も含む海上物流の
あり方について、事前に検討し体制を構築していくことが重要。

○首都圏直下型地震を想定した
代替輸送モデルケースの検討結果

参考：「太平洋側大規模災害時における北陸地域港湾による代替輸送基本行動計画」等を参考に国土交通省港湾局作成

北陸地域港湾

新潟港

直江津港

伏木富山港

敦賀港

金沢港

中京圏

首都圏

関西圏

首都直下型地震想定
図上訓練の様子

「敦賀港からの代替輸送訓練
（トヨタ自動車株式会社）」
（Ｈ29.10.10福井新聞）

舞鶴港
敦賀港

金沢港

伏木富山港

直江津港

新潟港


